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研究成果の概要（和文）：本研究は、これまで必ずしも有効活用されてこなかった既存の行政データ（死亡小
票、救急搬送データ等）や、国民生活基礎調査等の国の基幹統計データを用いることによって、先行研究より一
層詳細に、家庭内の不慮の事故の発生状況及びその危険因子等を明らかにすることを目的とした。本研究では、
不慮の事故（特に入浴関連死）の実態把握に、監察医制度等の死因究明システムの存在の有無が関与しているこ
とが明らかになった。さらに、得られた知見を地域自治体等の行政機関にフィードバックすることで、エビデン
スに基づいた政策立案の促進に貢献するとともに、研究成果を地域社会に直接還元した。

研究成果の概要（英文）：This study was intended to clarify the risk factor and pure incidence rate 
of the in-home accident by utilizing existing administrative data (death certificate, or police and 
emergency data) which had not been necessarily effectively utilized. We found the difference in 
cause of death can be attributed to the difference in autopsy rates, mainly caused by the 
presence/absence of a medical examiner system.
Furthermore, we contributed to promotion of the policy making based on evidence by feeding back an 
obtained finding in the administrations such as the local local governments and returned results of 
research to the community directly.

研究分野： 医療系社会学

キーワード： 家庭内の不慮の事故　行政データ　セーフティプロモーション　超高齢化社会　在宅医療
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、家庭内の不慮の事故をテーマとして、これまで連携する機会の少なかった法医学、救急医学等の医学
研究者と行政機関等が公衆衛生学的な視点から緊密に協力し、相互に補完し合いつつ研究を進めた点に、大きな
学術的意義があった。さらに本研究は、研究遂行に伴う地域保健に関する調査活動や、既存の様々な行政データ
の有効活用を通じて、大学等研究機関の地域貢献活動をより一層推進するとともに、研究において得られた知見
を行政機関の政策立案過程に還元することにより、地域自治体のより良い高齢者福祉行政の確立に資すること
で、研究成果を地域社会に直接還元することが可能となった点に、深い社会的意義があった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

我が国は現在、急速に進む少子高齢化に直面し、総人口に占める 65 歳以上高齢者の

比率は 2030 年には 28％、2050 年には 32％に増大すると予想されており（国立社会保

障・人口問題研究所予測）、全国的に急速なペースで高齢化が進行している。特に、周

囲のサポートの乏しい独居高齢者世帯は年々増加の一途を辿り（図 1 参照）、大きな社

会問題ともなっている。この問題に対し政府（厚生労働省）及び全国の自治体は、団塊

の世代（約 800 万人）が後期高齢者（75 歳以上）となる 2025 年に向け、高齢者が可能

な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、

地域包括ケアシステムの構築を推進するとともに、在宅医療の更なる普及に力を注いで

いる。 

しかし一方、独居高齢者の増加とともに、家庭内での不慮の事故死も年々増加し、

2003 年以降その数は人口動態統計上、交通事故死者数を上回っており（図 2 参照）、安

心・安全な在宅医療を提供する大前提として、その実態把握と予防策の確立が喫緊の課

題となっている。 

   
                      
 

 

例えば「不慮の溺死」は、家庭内での不慮の事故全体の約 3 割近くを占め、年間 3,000

人以上が家庭内の浴槽で溺死しており、その約 8 割以上を 65 歳以上高齢者が占めてい

る（図 2 参照）。これは、特に冬季において「寒い浴室・熱い湯船」という我が国特有

の外的環境の中で、浴室や脱衣室の室温と浴槽内の湯温の温度差を原因とする血圧の急

変動の結果、意識障害や熱中症等が生じていることが推定されている。また、国民生活

基礎調査（図 3 参照）によると、介護保険制度において要介護認定となった原因の 11.8％

が「骨折・転倒」であり、寝たきりを引き起こす大きな原因の一つに挙げられている。

一般に、身体機能の低下した高齢者は転倒しやすく、しかもこれらの人々は骨粗しょう

症を合併していることが多いため、転倒と同時に骨折するリスクも高い。加えて、高齢

者の救急事故搬送の約 8 割が「転倒」といわれており、年々増加する救急搬送需要の大

きな要因ともなっている。 

このような、入浴関連事故や転倒・転落といった家庭内での不慮の事故の増加の一方

で、多くの高齢者は住み慣れた自宅に、最期まで住み続けたいという希望を強く持って

いる（図 4 参照）。そのような高齢者のニーズに応えるためには、地域の特性に配慮し

図 1 一人暮らし高齢者の動向（総務省調査より） 図 2 家庭内の不慮の事故死数（2003 年人口動態統計より） 



つつも高齢者個々の身体機能に応じた、バリアフリーの行き届いた居住環境の実現が不

可欠である。そのためにはその前提として、自宅で生活する高齢者の不慮の事故の実態

を正確に把握するとともに、事故と居住環境等の外的要因との関連性等を併せて検討す

る必要がある。 

 

 

 

 
 
２．研究の目的 

本研究は、これまで必ずしも有効活用されてこなかった既存の行政データ（死亡小票、

救急搬送データ等）や、国民生活基礎調査等の国の基幹統計データを用いることによっ

て、先行研究より一層詳細に、家庭内の不慮の事故の発生状況及びその危険因子等を明

らかにすることを目的とした。さらに、得られた知見を地域自治体等の行政機関にフィ

ードバックすることで、エビデンスに基づいた政策立案の促進に貢献するとともに、研

究成果を地域社会に直接還元することも目的とした。 

団塊の世代が後期高齢者（75 歳以上）となり超高齢化社会を迎える 2025 年には、在

宅医療の需要は現在の約 2 倍と急増することが予想されている。そのような状況の中、

人生の最終段階を迎える場を、病院・診療所から自宅へスムーズに移行させるためには、

安心・安全な家庭での療養環境の確立が不可欠の前提となる。本研究によって、家庭内

の不慮の事故に関する危険因子等がより詳細に明らかとなるとともに、その効果的な予

防策を地域自治体に提言することにより、超高齢化社会対策の一助となることが期待で

きる。 

また、本研究は家庭内の不慮の事故をテーマとして、これまで連携する機会の少なか

った法医学、救急医学等の医学研究者と行政機関等が公衆衛生学的な視点から緊密に協

力し、相互に補完し合いつつ研究を進める点が大変先駆的・独創的である。さらに本研

究は、研究遂行に伴う地域保健に関する調査活動や、既存の様々な行政データの有効活

用を通じて、大学等研究機関の地域貢献活動をより一層推進するとともに、研究におい

て得られた知見を行政機関の政策立案過程に還元することにより、地域自治体のより良

い高齢者福祉行政の確立に資することで、研究成果を地域社会に直接還元することが可

能となる。加えて、本研究で得られた家庭内の不慮の事故に関する様々な知見や予防活

動は、今後高齢化の進む全国の他自治体にとっても貴重な先例となり、大きな波及効果・

普及展開が期待できる。 
 

図 3 介護が必要になった原因（2013 年国民生活基礎調査より） 図 4 最期を迎えたい場所の意識調査 

（2012 年内閣府調査より） 



３．研究の方法 

本研究では、自治体から提供される救急搬送データ等を資料として用いた。具体的に

は、家庭内の不慮の事故の、1）発生月日時、2）年齢、3）性別、4）傷病程度、5）意

識レベル、6）家庭内の発生場所、7）救護時のバイタルサイン、8）既往症、9）家族構

成、等に関するデータ提供を得た。また、同時に国民生活基礎調査等の国の基幹統計に

関するデータにつき、厚生労働省からデータ提供を得た。その上で、これらデータにつ

いて詳細な統計解析を行った。 
 

４．研究成果 

上記のとおり、既存の行政データを入手し，家庭内の不慮の事故の、1）発生月日時、

2）年齢、3）性別、4）傷病程度、5）意識レベル、6）家庭内の発生場所、7）救護時の

バイタルサイン、8）既往症等に関する情報を得た。そしてこれらについて詳細な統計

解析を行い，危険因子等の分析を行った。その上で、家庭内の不慮の事故でも特に、入

浴関連死につき詳細な分析を行った。浴槽に肩まで長時間浸かって入浴するという生活

習慣は我が国に独特のものであり，身体を清潔に保つことに加えて，疲労回復を促進す

る等のプラスの効用がある一方，家庭内溺死死亡率が諸外国と比較して，特に７５歳以

上高齢者において突出して高いという，マイナスの側面も指摘されている。この原因に

ついては，特に冬季において「寒い浴室・熱いお湯」という外的環境の中で，浴室や脱

衣室の室温と浴槽内の湯温の温度差を原因とする血圧の急変動の結果，意識障害や熱中

症等が生じている可能性が指摘されている。しかしながら、わが国の人口動態統計は、

正確に入浴関連死の実態を反映していない可能性が高く、入浴関連死の危険因子に関す

る分析実施の阻害要因となっている。そのため我々は、各地域の死因究明制度の差異が、

入浴関連死統計にどのような影響を与えているかを分析し、その結果を英文国際誌に発

表した。 

その後、コロナ禍の影響により、当初予定していたフィールドワークの実施は実質上

不可能となった。そのため、フィールドワークから国民生活基礎調査等の全国レベルの

行政統計を入手し、家庭内の不慮の事故のハイリスク群である、いわゆる「ひきこもり」

群の実体を分析することとした。社会的交流頻度に関する直接の調査項目は国民生活基

礎調査に存在しないものの、引きこもり症例に該当する条件を独自に設定することで対

象集団の、1）年齢、2）性別、3）既往症、4）家族構成、5）婚姻歴、等に関するデー

タ提供を得た。そしてこれらについて詳細な統計解析を行い，危険因子等の分析し、そ

の結果を英文国際誌に発表した。 
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